
まる分かり2019年施行入管法　～特定技能資格の創設～　 

2019 年 4月 25 日初版　訂正箇所
※第２刷より反映させていただきます。

■お詫びと訂正
本書の掲載内容に法改正に伴う下記の修正がございました。読者の皆様及び関係者の方々に
ご迷惑をおかけしましたことを深くお詫び申し上げます。

Ｐ１３　本文中断　文言追加
【訂正前】介護に限っては、上記に加え、「介護日本語評価試験（仮称）」により、介護現場で

介護技能に従事するうえで支障のない程度の水準の日本語能力を確認するとして
います。

【訂正後】介護に限っては、上記に加え、「介護日本語評価試験（仮称）」により、介護現場で介護技
能に従事するうえで支障のない程度の水準の日本語能力を確認するとしています（介護福
祉士養成施設修了または EPA 介護福祉士候補としての在留期間満了（４年間）のいずれか
を満たすときは試験が免除されます）。

Ｐ１４　「分野別運用方針について」介護
【訂正前】

介護 60,000 人
介護技能評価試験
( 仮 )
【新設】等

日本語能力判定
テスト（仮）等

( 上記に加えて )
介護日本語評価試
験 ( 仮 ) 等

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴，食事，排せつの介助等）の
ほか，これに付随する支援業務（レクリエーションの実施，機能訓練の補助等）
( 注 ) 訪問系サービスは対象外

〔１試験区分〕

直接

【訂正後】

介護 60,000 人

介護技能評価試験
( 仮 )
【新設】等

日本語能力判定
テスト（仮）等

( 上記に加えて )
介護日本語評価試
験 ( 仮 ) 等

・身体介護等（利用者の心身の状況に応じた入浴，食事，排せつの介助等）の
ほか，これに付随する支援業務（レクリエーションの実施，機能訓練の補助等）
( 注 ) 訪問系サービスは対象外

〔１試験区分〕

直接

ＥＰＡ介護福祉士候補として在留期間（４
年間）満了したものは技能試験・日本語試
験免除者※注

Ｐ１４　「分野別運用方針について」表下文言追加
【訂正後】※注　令和元年の改正により追加

Ｐ５６　タイトル下
【訂正前】（厚労省告示第百六号　平成 31 年３月 29 日）
【訂正後】（厚労省告示第百六号　平成 31 年３月 29 日

厚労省告示第百二十号　令和元年９月 19 日）



Ｐ６１　「第五　外国人労働者の雇用状況の届出」
【訂正前】一　確認し、届け出るべき事項
イ　雇用保険被保険者資格を有する外国人労働者について

氏名、在留資格（資格外活動の許可を受けて就労する者を雇い入れる場合にあっては
当該許可の有無、特定技能の在留資格をもって在留する者を雇い入れる場合又は特定技
能の在留資格をもって在留する者が離職した場合にあっては法務大臣が当該外国人につ
いて指定する特定産業分野（出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の
項の下欄第一号に規定する特定産業分野をいう。二のハにおいて同じ。）、特定活動の在
留資格をもって在留する者を雇い入れる場合又は特定活動の在留資格をもって在留する
者が離職した場合にあっては法務大臣が当該外国人について特に指定する活動を含む。
ロにおいて同じ。）、在留期間、生年月日、性別、国籍の属する国又は出入国管理及び難
民認定法第二条第五号ロに規定する地域（以下「国籍・地域」という。）のほか、職種、
賃金、住所等の雇用保険被保険者資格取得届又は雇用保険被保険者資格喪失届に記載す
べき当該外国人の雇用状況等に関する事項

ロ　雇用保険被保険者資格を有さない外国人労働者について
氏名、在留資格、在留期間、生年月日、性別、国籍・地域

【訂正後】一　確認し、届け出るべき事項
イ　雇用保険被保険者資格を有する外国人労働者について

氏名、在留資格（資格外活動の許可を受けて就労する者を雇い入れる場合にあっては
当該許可の有無、特定技能の在留資格をもって在留する者を雇い入れる場合又は特定技
能の在留資格をもって在留する者が離職した場合にあっては法務大臣が当該外国人につ
いて指定する特定産業分野（出入国管理及び難民認定法別表第一の二の表の特定技能の
項の下欄第一号に規定する特定産業分野をいう。二のハにおいて同じ。）、特定活動の在
留資格をもって在留する者を雇い入れる場合又は特定活動の在留資格をもって在留する
者が離職した場合にあっては法務大臣が当該外国人について特に指定する活動を含む。
ロにおいて同じ。）、在留期間、生年月日、性別、国籍の属する国又は同法第二条第五号
ロに規定する地域（以下「国籍・地域」という。）のほか、職種、賃金、住所等の雇用保
険被保険者資格取得届又は雇用保険被保険者資格喪失届に記載すべき当該外国人の雇用
状況等に関する事項（同法第十九条の三に規定する中長期在留者（以下このイ及びロに
おいて「中長期在留者」という。）を雇い入れる場合又は中長期在留者が離職した場合に
あっては、これらに加えて、同法第十九条の四第一項第五号の在留カードの番号（ロに
おいて「在留カードの番号」という。））

ロ　雇用保険被保険者資格を有さない外国人労働者について
氏名、在留資格、在留期間、生年月日、性別及び国籍・地域（中長期在留者を雇い入

れる場合又は中長期在留者が離職した場合にあっては、これらに加えて、在留カードの
番号）


